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【介護保険課管理グループからのお知らせ】

第７期 八戸市高齢者福祉計画の策定について

１ 計画策定の趣旨

いわゆる「団塊の世代」が後期高齢者となる 2025 年に向け、医療、介護、介護予防、住

まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制である「地域包括ケアシステ

ム」の深化・推進が求められている中、地域の実態把握・課題の分析を踏まえ、高齢者が可

能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、介護保険法第 117 条

に基づく市町村介護保険事業計画と老人福祉法第 20 条の 8 に基づく市町村老人福祉計画を

一体化した計画として策定するもの。 

２ 計画期間

2018 年度（平成 30 年度）から 2020 年度までの３年間 

３ 第７期計画期間及び 2025 年の八戸市の状況 

(1)高齢者（65歳以上）人口及び要介護（要支援）認定者の推移 

(単位：人）

2015年
（H27）

2016年
（H28）

2017年
（H29）

2018年
（H30）

2019年 2020年 2025年

236,159 234,429 232,680 225,616 223,736 221,857 210,912

63,932 65,418 66,740 67,770 68,901 70,033 71,508

27.1% 27.9% 28.7% 30.0% 30.8% 31.6% 33.9%

11,085 11,201 10,967 11,461 11,845 12,253 13,522

10,713 10,859 10,549 11,171 11,576 11,992 13,269

16.8% 16.6% 15.8% 16.5% 16.8% 17.1% 18.6%

・総人口・高齢者人口：平成27～29年は各年９月30日現在の住民基本台帳人口
　　　　　　　　2018年以降は平成27年度国勢調査を基に厚生労働省が推計
・要介護（要支援）認定者：平成27～29年は各年９月30日現在
　　　　　　　　2018年以降は地域包括ケア「見える化」システムにより推計

高齢化率

総人口

要介護（要支援）認定者

うち第１号被保険者

認定率

高齢者人口
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 (2) 認知症高齢者の推移 

 2015 年(H27) 2020 年 2025 年 

認知症高齢者推定数 9,909 人 12,256 人 14,302 人 

推定有病率 15.5％ 17.5％ 20.0％ 

・推定有病率は内閣府平成 29 年版高齢社会白書掲載久山町研究モデルによる 

(3) 高齢夫婦世帯及び高齢者単身世帯の推移

（単位：世帯） 

2015 年(H27) 2020 年 2025 年 

一般世帯 93,519 90,266 86,695 

うち高齢夫婦世帯(割合) 10,449(11.2％) 11,258(12.5％) 11,307(13.0％) 

うち高齢者単身世帯(割合) 10,447(11.2％) 11,118(12.3％) 11,539(13.3％) 

・2015 年は国勢調査による確定値 2020・2025 年は社会保障・人口問題研究所による推計値 
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４ 計画の目指す姿と施策の体系 

目標指標数 32

目標指標数７

目標指標数 13 目標指標数 18
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５ 主な取組 

第 1節 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活していくための地域包括ケアシステムの 

構築・深化 

  ◇ 地域包括支援センターの体制強化 

・平成 30年４月から、12 の日常生活圏域全てに委託型の地域包括支援センターを設置し、更

なる人員体制の強化及び地域に密着したきめ細かな支援を行う。 

・市直営の地域包括支援センターは、基幹型の地域包括支援センターとして、認知症施策の推

進をはじめとした各種施策を重点的に実施するほか、委託型の地域包括支援センターの後方

支援等を行う。 

第２節 介護が必要な人とその家族の生活全体を支える介護サービスの充実 

  ◇ 適正な介護サービス提供体制の整備 

(1) 目的 

   ・介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所待機者の解消と介護者の離職防止 

   ・認知症高齢者の増加への対応、認知症状に対する介護不安の解消 

   ・介護者の不安・負担感軽減のためのサービス選択肢の多様化  

・医療と介護両方が必要な人に対応するための看護を組み合わせたサービスの整備 

  (2) 第 7 期計画期間のサービス基盤整備内容 

サービス種類 
現状値 

(29 年度) 
整備数

事業開始 

（予定） 

地域密着型介護老人福祉施設 

（短期入所生活介護併設） 
145 床 

58 床 

（２施設） 
2020 年度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（夜間対応型訪問介護併設） 
２事業所 １事業所 2019 年度 

夜間対応型訪問介護 － １事業所 2018 年度 

認知症対応型共同生活介護 465 床 27 床 2019 年度 

看護小規模多機能型居宅介護 ２事業所 
２事業所 

(定員 29 名) 
2019 年度 
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第３節 高齢者が生きがいを持ち、地域の担い手となるための健康・生きがいづくりの推進 

◇ 自立支援・介護予防の推進 

・地域包括支援センターが運動機能向上や認知症予防を中心とした介護予防教室を開催する

とともに、高齢者自らが健康状態を日頃から意識し、主体的に介護予防に取り組むことがで

きるよう、介護予防の普及啓発を図る。 

   ・2020 年度に開設予定の総合保健センター内に、介護予防の拠点としての機能を備える介護・

認知症予防センターを設置し、生活習慣病や認知症の予防等、介護予防を総合的に推進して

いく。 

第４節 全ての市民の人権が尊重され、地域全体で支え合うための安全・安心な暮らしの確保 

  ◇ 地域見守り体制の充実 

・見守りの必要な高齢者の変化を早期に発見し、必要な支援を行うため、町内会役員、民生委

員のほか、各種宅配サービス事業所等関係機関とのネットワークを構築し、見守り活動等を

行う。 

  ・希望する町内会に対し、地域包括支援センターが事務局となり、必要な助言等を行い、見守

りネットワーク構築を支援する。

６ 介護保険料

基準月額 第６期 5,900 円 ⇒  第７期 6,300 円 

(1) 背景 

 ・高齢者人口の増加 （平成 29年 66,740 人 ⇒ 2020 年推計値 70,033 人） 

 ・給付費に対する第１号被保険者（65歳以上）の負担割合の引き上げ（22 ％ ⇒ 23％） 

 ・介護報酬改定 ＋0.54％ 

 ・更なる介護サービス基盤整備 

(2) 所得段階と保険料率 

   ・低所得者対策の拡充  

     継続 全国一律の軽減  第１段階 0.50 ⇒ 0.45 

市独自の軽減   第２段階 0.75 ⇒ 0.70 

     新規 市独自の軽減   第３段階 0.75 ⇒ 0.725 

市独自の軽減   第４段階 0.90 ⇒ 0.875              

  ・高所得者の負担能力に応じたきめ細かい負担の推進 

    第６期  最高段階 第 10 段階・料率 2.0 

第７期  最高段階 第 13 段階・料率 2.3 

 (3) 保険料の緩和 

   (1)の背景を鑑み、(2)の措置を講じて保険料基準月額 6,584 円 

⇒ 介護保険特別会計財政調整基金取り崩し ⇒ 6,300 円（第６期比 ＋400 円） 
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 (4) 第７期保険料率と保険料 

保険料率 月額 年額

6,300円
（基準月額）

34,020円

所得段階

第１段階

・生活保護受給者
・世帯全員が市民税非課税で、老齢福祉年金受給者
・世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の合計所得金額＋課税年金
収入額が80万円以下

0.45 2,835円

第５段階 世帯の誰かに市民税課税者がいて、本人が市民税非課税で前年の合計
所得金額＋課税年金収入が80万円超 1.00 75,600円

第２段階 世帯全員が市民税非課税で
前年の合計所得金額＋課税年金収入額が80万円超120万円以下 0.70 4,410円 52,920円

第３段階 世帯全員が市民税非課税で
前年の合計所得金額＋課税年金収入額が120万円超 0.725 4,568円 54,810円

第４段階 世帯の誰かに市民税課税者がいて、本人が市民税非課税で前年の合計
所得金額＋課税年金収入が80万円以下 0.875 5,513円 66,150円

第７段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が120万円以上200万円未満 1.30 8,190円 98,280円

第６段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が120万円未満 1.20 7,560円 90,720円

第９段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が300万円以上 400万円未満 1.70 10,710円 128,520円

第８段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が200万円以上300万円未満 1.50 9,450円 113,400円

第11段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が600万円以上800万円未満 2.10 13,230円 158,760円

第10段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が400万円以上600万円未満 2.00 12,600円 151,200円

第13段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が1,000万円以上 2.30 14,490円 173,880円

第12段階 本人が市民税課税で
前年の合計所得金額が800万円以上1,000万円未満 2.20 13,860円 166,320円
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　災害など特別な事情がないのに介護保険料を滞納していると、滞納期間に応じて次の

ような措置がとられます。

１年以上滞納すると・・・

サービスを利用したとき、いったん利用料の全額（１０割）を利用者が

負担しなければならなくなります。（八戸市への償還払い申請により、

後で９割または８割相当分が払い戻されます。）

※居宅介護支援費もいったん利用者全額自己負担となります。

１年６カ月以上滞納すると・・・

八戸市から払い戻されるはずの給付費（９割または８割相当分）の一部

または全部を一時差し止めるなどの措置がとられます。なお滞納が続く

場合は、差し止められた額から保険料が差し引かれる場合もあります。

２年以上滞納すると・・・ 介護保険料の徴収権が消滅し、時効となります。

未納期間に応じて、本来１割または２割である利用者負担が３割に引き上げ

られたり、高額介護（予防）サービス費、高額医療合算介護(予防)サービス費、

特定入所者介護(予防)サービス費が受けられなくなったりします。

※福祉用具購入費・住宅改修費も３割負担となります。

ＮＥＷ！ （平成30年８月施行）

・３割負担者（給付費は７割）が給付制限となる場合は４割負担（給付費は６割）

※保険料を滞納している方が要介護認定の申請をするときは、介護保険課保険料グループへ
  ご相談ください。

※給付制限になると、介護保険被保険者証にその旨と措置期間が記載されますので
  サービス利用時の確認の徹底をお願いいたします。

担当：保険料グループ

　　　43-9285（直通）

【介護保険課保険料グループからのお知らせ】

 保険給付の制限について

となります。

 注：給付額減額措置を受けている場合は、負担割合証よりも給付制限措置の割合が優先されます。

（ア）単身世帯は、340万円以上

（イ）65歳以上が２人以上の世帯は、463万円以上

・２割負担者のうち、特に所得の高い層の負担割合が３割に引き上げられます。

３割負担の要件は、

①本人が65歳以上で合計所得金額が220万円以上、かつ、

②本人の年金収入＋その他の合計所得金額が、
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【介護保険課認定給付グループからのお知らせ】 

１．要介護（要支援）認定申請について 

１ 総合事業対象者からの要介護（要支援）新規申請について 

 担当の地域包括支援センターに事前相談の上、利用者の状況により、適切な時期での申請をお

願いします。また、申請書には、申請理由を明確に御記入ください。なお、申請区分は「新規」と

なります。

２ 「認定調査について」欄について 

「調査の希望連絡時間が夜間や祝日である」「調査日時をあらかじめ限定している」「調査時の立

会者がいない」等の申請が見受けられます。調査員が対応に苦慮しますので、関係者へ事前に説

明するなど、調査員への配慮をお願いします。また、やむを得ない場合は事前に御相談ください。

２．認定調査員向け e-ラーニングシステムの活用状況について  

（H30.2.23 現在） 

要介護認定調査員の方には、以前から「認定調査員向け e-ラーニングシステム」の積極的な

活用をお願いしておりますが、上のグラフのとおり活用状況は思わしくありません。調査員一

人一人が統一の認識のもと調査を行うことが、適切な要介護認定につながります。認定調査の

質の向上のため、積極的な受講をお願いします。新たに登録を希望される方やパスワードの再

発行を希望される方は、認定給付グループまで御連絡ください。 

３．平成 30年 4月 1日以降の主な要介護認定制度について 

 認定有効期間の延長について 

  要介護更新認定の有効期間の上限について、現行の 24 か月から 36 か月に延長されます。平

成 30 年 4 月 1 日以降に申請のあった更新認定申請が対象となります。
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４．居宅（介護予防）サービス計画作成届出等について  

１ 届出書の様式について（市ホームページでダウンロード可） 

  下記のとおりとなっておりますので、様式違いのないようお願いします。

①「居宅（介護予防）サービス計画作成届出書」 

 居宅介護支援・小規模多機能型居宅介護支援・看護小規模多機能型居宅介護支援用

②「介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書」 

地域包括支援センター用

２ 届出書の提出先について 

下記のとおりとなっておりますので、間違いのないようお願いします。

① 総合事業対象者の届出書提出先 高齢福祉課

② 住所地が住所地特例対象施設で要支援認定者の届出書提出先 介護保険課

３ 新規申請時、要支援者の要介護新規申請時、転入時の届出書提出について 

① 原則として届出有効開始日の遡りは不可。やむを得ない事由により提出が遅れる場合は、

事前に御相談ください。

② 総合事業対象者からの新規申請の場合、届出有効開始日については、事前に担当の地域包

括支援センターへ御相談ください。

４ 新規申請において要支援認定となった場合の届出書提出について 

  新規申請において要支援認定となった際、事前に居宅介護支援事業所が届出書を提出してい

る場合に限り、届出有効開始日までの遡りを可能としますが、速やかな提出をお願いします。

なお、このケースに該当するのは地域包括支援センターのみとなります。

５ 更新申請時の届出書提出について 

  更新申請において、認定遅延によって認定期間の終了後に、要支援認定から要介護認定、

または要介護認定から要支援認定へ変更となった場合は、届出有効開始日の遡りを可能

とします。ただし、認定後は速やかな提出をお願いします。

６ 区分（新規・変更）欄について 

  一度でも届出履歴があれば「変更」になります。総合事業対象者も同様に、届出履歴がある

場合には「変更」となります。被保険者証・資格者証で確認できない場合は、届出の際に窓口

職員へお申し出ください。また、変更の場合は理由の記載もお願いします。

７ 「居宅サービス等の利用の有無」欄について

月途中に居宅介護支援事業所から小規模多機能型居宅介護支援事業所または看護小規模多機能

型居宅介護支援事業所へ変更となる場合、変更日前日までに居宅療養管理指導及び特定施設入居

者生活介護を除く居宅サービスや、夜間対応型訪問介護・認知症対応型通所介護・認知症対応型
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共同生活介護（短期利用型）の利用がある場合は「利用あり」、それ以外の場合は「利用なし」と

なります。なお、その月の給付管理は、変更前の居宅介護支援事業所が行うこととなります。

５．住宅改修について 

１ 旧様式での理由書及び報告書提出について 

要介護度に「経過的要介護」の記載がある旧様式の利用が見受けられますので、現在の様式を

利用してください。

２ 施工内容について 

①当初の予定と異なる部材寸法で施工し、結果、不適正な請求をしているケースが散見されま

す。やむを得ず変更する場合は、着工前の連絡の徹底をお願いします。 

②報告書においても「事前申請の改修内容と変更あり」とした場合は、変更の理由を記載する

必要がありますので、報告書作成時は現地・業者への確認を十分に行ってください。 

６．介護給付（事業）費過誤申立と再請求について  

１ 介護給付（事業）費過誤申立依頼書提出のタイミング 

① 国保連への請求後に請求誤りに気付いた場合、過誤申立依頼書を市で受付・処理できるのは

請求月の翌月以降です（【例】参照）。請求した月に提出した場合は処理ができませんので、ご

注意ください。 

② トラブル防止のため、処理不能である依頼書は一度お返しいたします。請求の翌月以降に再

度提出していただきますので、ご了承ください。 

③ 場合により請求の翌月以降の依頼でも処理ができない場合がございますので、請求の翌月に

送付される「支払決定通知」の確認後、過誤申立依頼書を提出してください。 

【例】 

 ２ 過誤申立依頼書の記入方法について 

【過誤申立依頼書の記入における問い合わせが多い箇所及び注意点】 

①保険者が八戸市以外の利用者、被保険者番号がＨからはじまる利用者に係る過誤は、それぞ 

１１月

10日頃：請求 

↓

国保連審査 

１２月

(市)11 月請求分 

 給付実績取込み 

(国保連→事業所) 

支払決定通知 

過誤申立依頼書 

提出可能 

１月

10日頃：再請求 

(同月過誤) 

※給付管理票の修正

とサービス事業所

の過誤申立は、 

 同月でできない。 
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れ保険者の市町村、八戸市生活福祉課へお問い合わせください。 

②請求が返戻となった場合、過誤申立依頼書の提出は不要です。内容を確認後、誤りを修正し 

 て国保連へ再度請求してください。 

③“申立理由番号”欄について 

生活保護を受給している被保険者に係る請求を公費でしておらず、取り下げが必要となっ

た場合、申立理由番号は“０２”となります。公費負担者であった旨を、“過誤申立の理由”

欄に御記入ください。また、実地指導監査による過誤申立や、被保険者の負担割合変更等に

より市から過誤申立を依頼した場合、申立理由番号は“９９”となります。その他、申立理

由番号についてご不明な点があれば、随時お問い合わせください。 

④“当初請求単位数”について 

当初請求単位数欄にはサービス単位数の合計を記入してください。算定誤りのあったサー

ビス内容のみの単位数や、請求額、限度額管理対象単位数などが記入されている場合が多い

です。正確な事務処理のため、正しい単位数の記入をお願いします。 

７．高額介護サービス費等支給について 

１ 介護給付（事業）費の再請求について 

① 介護給付（事業）費過誤申立後、実績があるにもかかわらず再請求がない場合、当該月の

給付実績が確定せず、高額介護サービス費や高額医療合算介護サービス費の支給が保留とな

るといった影響が出ます。速やかに再請求を行うようお願いします。 

② 再請求が漏れていたケースが何件かありましたので、過誤決定通知書と照らし合わせて、

再請求がされているかどうか確認をお願いします。 

２ 支払遅延者への対応について（次ページ参照） 

① 高額介護サービス費等や高額医療合算介護サービス費は、利用者負担が限度額を超過し、

かつ利用料の支払いが済んでいる方を対象として給付しています。当市においては、支払い

が済んでいるか否かをサービス事業所から提出される「支払い遅延者連絡リスト」にて確認

し、介護給付費適正化を図っているため、支払いが長期間滞っている利用者がいる場合は、

毎月１５日までに「支払い遅延者連絡リスト」にて情報提供いただくようお願いします。 

② 高額介護サービス費等の支給はサービス利用料の領収日から２年で時効となっており、支

払いが済んでいる方についても、適切な給付と時効処理のため、電話にて領収日を確認させ

ていただく場合がありますので御協力をよろしくお願いします。 

８．窓口応対について 

介護保険課では正午から午後１時までの昼休憩時間においても、昼当番職員を配置し、窓口業

務に対応しておりますが、市民の方からの相談等と重なり窓口が混雑することがあります。その

際は、市民の方を優先させていただく場合もありますので、あらかじめ御了承ください。 
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八戸市　介護保険課宛

支払い遅延者連絡リスト

該当者　　有　・　無
（連絡先　ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　　　　　　　） （有の場合は下記へ記入）

NO  備　考

1 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

2 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

3 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

4 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

5 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

6 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

7 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

8 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

9 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

10 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

11 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

12 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

13 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

14 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

15 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

16 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

17 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

18 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

19 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

20 0 0 0 　M 　T　 S 　年　　月　　日 　平成　　　年　　　　月

事業所名              　　　　　　　　　　　　　（担当：　　             　　）　　　

領収年月日被保険者番号 サービス提供年月氏　　名 生 年 月 日 利用者負担額（1・2割負担）
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【八戸市保健所保健予防課からのお知らせ】
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【八戸市福祉部生活福祉課からのお知らせ】 

生活保護法による指定介護機関制度及び介護扶助の 

取り扱いについて 

Ⅰ 生活保護法による指定介護機関制度について 

これまで、介護扶助の給付を担当する指定介護機関については、生活保護法等による指

定申請が必要（地域密着型介護老人福祉施設及び介護老人福祉施設除く）でしたが、生活

保護法が一部改正されたことに伴い、平成２６年７月以降介護保険法の規定による指定又

は開設許可があった介護機関については、生活保護法等による指定不要の申出がない限り、

生活保護法等による指定を受けたものとみなされることとなりました。（みなし指定） 

１ 平成２６年７月以降、介護保険法の規定による指定（開設許可）を受けようとする  

介護事業者の方へ 

平成２６年７月以降、介護保険法の規定による指定（開設許可）がなされた介護機関

については、生活保護法等による指定介護機関としての指定を受けたものとみなされま

す。（みなし指定） 

   生活保護法等（※１）による指定が不要な場合（※２）には、申出書の提出が必要と

なります。 

指定不要の申出書の提出先は、八戸市介護保険課介護事業者グループとなります。 

※１ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援

に関する法律による介護機関の指定についても同様の取扱となります。 

※２ 生活保護法等による介護機関の指定を不要とした場合には、生活保護を受けている方又は支援給付を

受けている中国残留邦人等に対する介護サービスを行うことができなくなりますので、御注意ください。

２ 生活保護法等による指定介護機関の申請手続きについて 

生活保護法の改正に伴い、生活保護法等による介護機関の指定申請方法が変更となり

ましたので、下記を参考に申請手続き等を行ってください。 

  また、指定の要件が法律上具体的に明記され、改正後の生活保護法第54条の2第4項を

読み替えて準用する第49条の2第2項の第1号を除く各号のいずれかに該当する場合には、

指定できないこととなりました。具体的な指定要件については、誓約書をご確認の上、

申請書と併せて提出してください。 
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申請書及び誓約書の事業所名、開設者・事業者名（法人名）等は、介護保険法で指定

を受けた際の正式な名称を記載して下さい。「株式会社」→「(株)」等の省略、あるい

は「○○訪問介護事業所」→「○○介護予防訪問介護事業所」等、語句の追加などは行

わないで下さい。開設者が法人の場合は、代表者の個人印ではなく、法人印を押印して

下さい。 

申請書の提出先は、八戸市福祉事務所生活福祉課となります。 

  なお、生活保護法等による指定介護機関の指定は、介護保険法上の指定（開設許可）

を受けていることが条件となります。 

○生活保護法等による指定介護機関の指定申請の要否 

・介護保険法による指定年月日が平成２６年６月末日以前の場合 

  → 生活保護法等による申請必要   

・介護保険法による指定年月日が平成２６年７月１日以降の場合 

  → 生活保護法等による申請不要   

・指定不要の申出をした後、生活保護法等による指定が必要となった場合 

  → 生活保護法等による申請必要 

３ 平成２６年７月より前に生活保護法等の指定を受けている介護事業者の方へ 

改正前の生活保護法等による指定を受けている介護機関については、改正後の生活保

護法第54条の2第1項の規定による指定を受けたものとみなされます。 

ただし、当該介護機関については、介護保険法の規定による事業の廃止があったとき、

指定（開設許可）の取消しがあったとき、又は指定（開設許可）の効力が失われても、

生活保護法等による指定の効力は失われません。事業を廃止する場合には、生活保護法

等による届出が必要です。（地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設は、除

きます。） 

４ 生活保護法等による指定介護機関の指定を受けている事業者の方へ（みなし指定含む） 

生活保護を受給している保護者及び支援給付を受けている中国残留邦人等に対する介

護サービスの提供にあたっては、生活保護法等に定めるところによる他、「指定介護機

関介護担当規程」及び「生活保護法第５４条の２第４項において準用する同法第５２条

第２項の規定による介護方針及び介護の報酬」に従う必要があります。（別紙１及び２

参照） 
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５ 各種届出等 

届出書の提出先は、八戸市福祉事務所生活福祉課となります。 

（１）廃止（休止）届  

   事業を廃止または休止する場合には、届出が必要です。 

   ただし、平成２６年７月以降にみなし指定を受けた介護機関が、事業を廃止する場

合には、介護保険法による廃止の手続きをすることで、生活保護法等の指定の効力も

失われます。  

（２）変更届  

   事業者（開設者）の名称及び所在地並びに事業所の名称及び所在地に変更が生じた

ときは、届出する必要があります。  

変更届が提出されないと指定内容の変更が福祉事務所に周知されないため、誤った

情報が記載された介護券が交付されることになります。厳密には、誤った介護券は介

護報酬請求の根拠とはならず、介護報酬の請求をすることができません。 

○変更届が必要な事例（生活保護法） 

・開設者・事業者（法人）の名称の変更 

・開設者・事業者（法人）の所在地の変更 

・事業所の名称の変更 

・事業所の所在地の変更 

上記内容に変更が生じた場合は、生活保護法等による指定を受けた事業者は、忘れ

ずに変更届を提出して下さい。 

なお、「開設者・事業者の名称の変更」とは、法人格に継続性がある場合に限られ

ます。そのため、別法人に事業を譲渡した時などは「名称の変更」には当たりません

ので、指定申請書と廃止届を同時に提出することになります。 

（３）再開届  

   休止していた事業を再開する場合には、届出が必要です。 

※ 各種届出をする際には、介護保険法による手続きも行うようお願いします。介護保険法の手続きは、   

八戸市介護保険課となります。 

６ 介護保険法による事業者の指定更新に伴う処理について 

生活保護法等による指定を受けている事業所が、介護保険法による指定更新を受けた場合

は、生活保護法等の指定も自動的に継続することになり、更新等の手続は必要ありません。 

なお、介護保険法で指定更新を受けられなかった場合、生活保護法等による指定を取り消

される可能性があります。 
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Ⅱ 介護扶助の取り扱いについて（介護扶助と障害者総合支援法に基づく自立支援 

給付との適用関係） 

１ 介護保険被保険者（第１号及び第２号(特定疾病)） 

   各保険者（市町村）が要介護認定を行います。 

   基本的に介護保険給付及び介護扶助が自立支援給付に優先します。 

２ 介護保険被保険者以外の者（※） 

   介護保険には加入できないため、福祉事務所が要介護認定を行います（実際には福祉

事務所が市町村に対し要介護度判定依頼を行います）。 

   基本的に自立支援給付が介護扶助に優先します。 

※ ４０歳以上６５歳未満の被保護者であって、医療保険未加入の者（被保護者は国民健康保険に加入でき

ません。） 

◎生活保護法では補足性の原理により、他法他施策がある場合その活用を優先することが

原則となっています。したがって、介護保険被保険者以外の生活保護受給者（上記２)の介

護サービス利用については、当該地域で障害者総合支援法に基づくサービスが利用可能か

検討し、利用できない場合又は利用できても十分ではない場合に限り、その不足分につい

て介護扶助を適用することになっています。 

 ご不明な点があれば、八戸市福祉事務所生活福祉課に御相談下さい。
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【八戸市福祉部障がい福祉課からのお知らせ】 

共生型障害福祉サービスについて 

介護保険制度におけるサービス事業の指定を受けている事業所であれば、平成 30

年４月からは、基本的に、類似の共生型障害福祉サービス事業の指定を受けることが

できるようになります。また、共生型ということから、それぞれの制度のサービスに

ついて、相互に指定を受けることができます。 

 具体的な対象サービスは、次のとおりです。 

【共生型サービスの対象となるサービス】 

介護保険サービス  障害福祉サービス 

・訪問介護 居宅介護 

・訪問介護 重度訪問介護 

〇短期入所生活介護等 

 ・指定短期入所生活介護 

 ・指定介護予防短期入所生活介護 

〇小規模多機能型居宅介護等 

短期入所 

〇通所介護等 

・通所介護 

 ・通所密着型通所介護 

〇小規模多機能型居宅介護等 

 ・小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

・介護予防小規模多機能型居宅介護 

自立訓練（機能訓練） 

〇通所介護等 

〇小規模多機能型居宅介護等 
自立訓練（生活訓練） 

〇通所介護等 

〇小規模多機能型居宅介護等 
生活介護 

児童福祉サービス 

 〇児童発達支援等 

 ・児童発達支援 

 ・放課後等デイサービス 
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【指定申請について】 

・共生型障害福祉サービス事業の指定申請を行う場合は、市のホームページから必要

書類（様式）をダウンロードして作成し、事業開始予定日の１月前までに、障がい

福祉課自立支援グループまで提出して下さい。 

・その際、添付書類については「サービス別指定申請書類一覧」により確認し、準備

して下さい。 

・様式等については、国からまだ示されておりませんので、示され次第、市のホーム

ページに掲載する予定です。 

・指定有効期間は、他のサービス同様、６年間となります。 

※申請を予定されている事業所におかれましては、書類提出前に、事前にご相談 

下さい。

【変更届出について】 

・指定内容に変更がある場合は、変更日から 10 日以内に変更届出書及び添付書類を

提出してください。 

・添付書類については、指定申請に準じて、市ホームページにより確認して下さい。 

【報酬等】 

・報酬単価に関しては、本来の障害福祉サービス事業所の基準を満たしていないこと

から、本来の報酬単価とは区別して設定し、現行の基準該当サービスにおける報酬

単価を参考に設定する見込みとなっています。なお、平成 30 年 4 月からは、既存

のサービスも含めて全体的な報酬改定が行われる予定となっています。 

・各種加算については、指定障害福祉サービス等と同様の算定要件を満たせば、算定

可能とするものです。その場合においては、各種加算に係る届出書の提出が必要と

なります。 

【その他】 

・通所介護等及び小規模多機能型居宅介護等事業所において、障がい児に係る児童発

達支援等の事業の指定を受けたい場合には、青森県障害福祉課障害者支援グループ

（電話 017-734-9308 直通）へお問い合わせ下さい。 

【問合せ先】 

八戸市福祉部障がい福祉課自立支援グループ 

電話：0178-43-9343（直通）
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＜各圏域担当の高齢者支援センター＞

No. 圏域 名称 所在地・連絡先

1 市川・根岸 市川・根岸地区高齢者支援センター　寿楽荘
市川町字夏秋4
５２－８０００

2 下長・上長 下長・上長地区高齢者支援センター　はくじゅ
河原木字北沼22-39
２０-４４００

3 長者・白山台 長者・白山台地区高齢者支援センター　ちょうじゃの森
糠塚字下道7-32
４６－０８１７

4 三八城・根城 三八城・根城地区高齢者支援センター　みやぎ
売市字観音下3-2
７１－２２７１

5 小中野・江陽 小中野・江陽地区高齢者支援センター　アクティブ24
小中野一丁目1-14
７３－３３３７

6 柏崎・吹上 柏崎・吹上地区高齢者支援センター　八戸市医師会
柏崎六丁目26-1
３８－３８２０

7 是川・中居林 是川・中居林地区高齢者支援センター　修光園
中居林字道合24-2
中居店舗10号
３８－６２３４

8 大館・東 大館・東地区高齢者支援センター　福寿草
妙字西平6-27
３８－７６１２

9 白銀南・鮫・南浜 白銀南・鮫・南浜地区高齢者支援センター　瑞光園
大久保字大山32-1
２５－０１０３

10 白銀・湊 白銀・湊地区高齢者支援センター　えがお
白銀町字右岩淵通23-1
３８－１３２８

11 田面木・館・豊崎
田面木・館・豊崎地区高齢者支援センター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハピネスやくら

八幡字下樋田1-1
２７－８９９０

12 南郷 南郷地区高齢者支援センター　ゆとり
南郷大字市野沢字
市野沢22-3
２０－９９４４

平成30年度からの地域包括支援センターの体制について

　平成30年度から、市内12の日常生活圏域全てに、委託型の地域包括支援センターが設置されます。
　名称は、「○○地区高齢者支援センター□□」となり、高齢者やその家族等のより身近な相談先となり
ます。
　※八戸市地域包括支援センターについては、引続き高齢福祉課内に設置し、高齢者支援センターの後
方支援を行います。

＜変更となる点＞

○高齢者の相談先…原則、高齢者支援センターが対応します。八戸市地域包括支援センターが、
　　　　　　　　　　　相談を受付けた場合は、高齢者支援センターに情報提供し、対応を依頼します。
　　　　　　　　　　　虐待や支援困難ケースの対応も同様に、高齢者支援センターが対応します。

○要支援者、事業対象者の担当…地域の高齢者支援センターが担当します。
　　　　　　　　　　　４月から順次、引継ぎを行い、平成30年度内に担当が移行します。

○地域ケア会議の開催…高齢者支援センターが、圏域毎に地域ケア個別会議を開催します。
　　　　　　　　　　　また、圏域における地域課題について検討する圏域ケア推進会議を開催します。
　　　　　　　　　　　そのため、介護サービス事業所等の出席が必要と判断された場合、高齢者支援セン
　　　　　　　　　　　ターから直接、関係者へ出席を依頼します。
　　　　　　　　　　　謝礼等のお支払いはありませんが、地域包括ケアシステム推進のために必要な
　　　　　　　　　　　事業ですので、できる限り出席くださいますよう、ご協力の程宜しくお願いいたします。

【八戸市地域包括支援センターからのお知らせ】 
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